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定刻となりましたので、平成２９年度第２回上尾市子ども・子育て会議

を始めさせていただきます。はじめに、中村会長からご挨拶をいただきた

いと思います。 

本会議は原則公開となっております。傍聴の確認をお願いします。 

傍聴希望者が１名います。 

傍聴者は入室をお願いします。 

（傍聴者入室） 

それでは、議事に入らせていただきます。議題１「上尾市子ども・子育

て支援事業計画に関する中間年の見直し（案）」について、事務局より説

明を求めます。 

（事務局より、資料１～４ページについて説明） 

確保方策を多くしていくには、幼稚園の認定こども園化と企業内保育園

を作っていくということですが、他にはあるのでしょうか。それから、確

保量全体を増やすことは大事ですけれども、保育園の入所となると遠方で

はなく近隣から選択すると思うのですが、どの地域にどれだけの需要が見

込まれているかというのはどのように分析されているのでしょうか。 

 まず、確保方策の手法ということですけれども、一番重要なのはこれま

で同様保育施設の整備です。それから既存園のなかでも、まだ保育室の床

の規模、または保育士の確保の状況により定員の受け入れ枠を拡充できる

可能性があるので、各園と協議してまいりたいと思います。それと既存幼

稚園の認定こども園化、企業主導型保育事業で受け入れ枠の拡充を図って

まいりたいと思います。もうひとつご質問いただいた、施設の配置状況と

待機児童の状況についてどのような認識をしているのかということです

が、各年度当初に待機児童数が算出されまして、市域のどのあたりで発生

しているのかというところは把握しております。これが継続的に同じ地域

のなかで続いていれば、その地域にはニーズが高いと想定して、翌年度以

降の保育所の整備、あるいは拡充等を図っていきます。全体市域として適

正配置という観点からは、郊外に整備しても児童が入りづらいので、市街

化区域のなかで幼稚園が認定こども園化しても大丈夫な形で、距離等の問

題も勘案しながら施設の整備ができればと担当では考えております。 

 支給認定割合について、地域によっても違うと思うのですが、どのよう

にして数字を出されているのか教えてください。 

 計画期間は平成２７年度からですが、平成２６年度から２８年度にかけ

て実際の人口に対する保育等の利用者の人数を割り返して出しておりま

す。ですので、この割合の出し方について地区別に算出している状況では

ありませんが、全体として出しているところでございます。２７年度に新

制度に移行した際に、家庭保育室と呼ばれるそれまで認可外であった施設

が、給付を受ける施設に移行している関係もあって、２６年から２７年に

かけて、支給認定割合の上がり方が高めに出ておりました。２８年にかけ

ては少し落ち着いた状況もありまして、２９年以降は伸び率を勘案して放

物線状に推移していくという見方で算出しております。 

 最終的にはどのようになるとお考えですか。 
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 今回お示しさせていただいたのは、平成３１年度までの１号認定、２号

認定あるいは３号認定の０歳・１～２歳を分けて算出しています。一番待

機児がでている１～２歳ですと、平成３１年度の割合としては約４割の方

が保育の必要性を感じるという想定でございます。 

 見直し後の平成２９年度の１～２歳の－９２というのは深刻だと思う

のですが、認可外保育施設の０というのは本当に０なのか、あるけれども

把握していないのか、把握しているけれどもあえてここでは載せていない

のか教えていただきたいと思います。 

 認可外保育施設は施設としてはありますが、企業の託児的施設として地

域からの受け入れをしていない施設だけになります。ここで想定するの

は、先ほど申し上げた企業主導型保育事業所というのを国のほうで新たに

創設されまして、そのなかでは地域枠ということで地域の受け入れを認可

外でも直接できるようになったので、そのような施設が今後増えていっ

て、地域の受け入れを取り込んでいただくということが見えれば、この実

績欄にも数字が入ってきます。我々としては、企業主導型保育事業所等に

関しても、事業所と連携しながら積極的に認可外の受け入れ等もできるよ

うな形で取り組んでまいります。 

 企業が行っている保育施設というのは、企業の従業員を対象にしている

から上尾市の子どもとは限らないということなんでしょうか。 

 その通りです。企業主導型保育事業所のなかでは、まずひとつは従業員

の子どもを預かることがあります。全体の定員のなかで半分くらいに関し

ては地域の人も受け入れてよいということになっています。ただ、市内の

子どもに限らないので、市外の子どもを受け入れるということもあり得る

ということです。 

 小規模保育施設について、保育士の資格を持つ人を多くしてＡ型にして

いくということは市としても支援したり助言したりということが必要だ

と思っているんですけれども、実際市内に小規模保育施設がいくつあっ

て、型としてはそれぞれいくつあるのか教えてください。 

また、公立保育所は今後どうなるのかと、待機児がいるなかで老朽化も進

んでいますけれども、なくしていく方向は持ってはならないと思います。

老朽化に伴っての公立保育所の今後についてはどのようにお考えでしょ

うか。 

それからこの計画に障害児の子たちが入っているかわからないんですが、

つくし学園についても議論がありますからつくし学園に関しても考え方

があるのなら教えてください。 

 小規模保育事業所につきましては、市内に１８施設ございます。そのう

ち１園に関しては休園中ですので、現在は１７施設が運営しているという

状況でございます。そのなかでは、小規模Ａ型、全員保育士であるという

ことが条件になりますけれども、これは７施設です。Ｂ型、従事者の半分

が保育士ということになりますが、こちらにつきましては１０施設という

ことになります。小規模保育事業所は０～２歳の施設で定員に関しては１

９名まで、開設場所は駅前等に多いのが実態でございます。施設を増やし

ていくなかで、３歳児以降を新たに受け入れる施設というのが不足してき

ているという状況ですので、認可園が駅周辺部等に必要になってくるとい

うところで、今後も進めてまいります。 

公立保育所の老朽化対策につきましては、それぞれ公共施設マネジメント
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計画に基づいて、４０年のスパンで計画をしております。老朽化が進んで

いる保育所は対策をしなくてはならないということになっています。西上

尾第１団地保育所、西上尾第２団地保育所、しらこばと保育所の３か所に

つきましては、今後対策を早急に立てていくということで、現在保育課で

どのようにしていくか検討しているところです。そのほかにつきまして

は、まだ耐用年数が先ですので、耐震診断等を踏まえながら対策を立てて

いくという状況でございます。 

つくし学園の確保方策につきましては、ここの話題とは別なので、ここで

は控えさせていただきます。 

見直し後の児童人口推計のところで、当初計画と比べると児童数がかな

り減っていますが、その要因は何か分析はされているんでしょうか。 

 コーホートという推計データを活用すると、平成３０～３１年から出生

率が急激に落ち込んでくると予測されています。ただ、市域全体としての

推計人口が落ちるということでその数字を使っていいのかというところ

がございます。定住促進等の各種政策のなかで、落ち込みを少しでも改善

するように取り組んでいかなければならないと思うところでございます。 

 今の出生率の話ですと、例えば３０～３１年のところで大幅に減るだろ

うという見通しがあるとのことですが、６～８歳は出生率とは関係なく、

５４６５人だったのが５２９７人の推計になっていますが、それは例えば

上尾市からほかのところへ転出してしまうとか、そういうことを見込んで

いるということなんでしょうか。 

 その通りでございます。 

いまある施設の利用ということで、私立の幼稚園の認定こども園化とい

うのは、当初非常に期待されていたところだと思います。市としてはどの

ように分析しているのでしょうか。また、なかなか認定こども園になりに

くい要素についてどのようにお考えでしょうか。それに対してどのような

ことが必要になるのか教えてください。 

 市内には認定こども園が３園ございますが、施設の老朽化や耐震面等に

よる建て替えに合わせて、従来の幼稚園だけではなく新たな認定こども園

という形で多様なニーズを受け入れていくのが主でした。幼稚園の入所の

状況もかなり厳しくなっているということもお聞きします。市としては、

今後は幼稚園のニーズだけでなく保育という部分も踏まえて多様なニー

ズに対応できるような施設づくりをご検討いただきたいと、幼稚園には積

極的にお声がけをしてまいりたいと思います。 

（事務局より、資料５～６ページについて説明） 

 地域子育て支援拠点について、これを見て改めて人気なんだなと思った

んですが、今後施設数を増やしていくのでしょうか。以前聞いた時に、こ

れがスタンダードですということだったんですけれども、利用者数が増え

ているということですから、この事業をやりたいという保育所も聞くの

で、施設数についても見直しというのはお考えではないのでしょうか。 

 埼玉県の設置目標としては中学校区に１か所とされております。上尾市

は１１の中学校区があり、拠点施設は１３か所ありますので、数のうえで

は目標を満たしております。今後の見込みとしましても、施設数を増やし

ていくことは考えておりません。 

確保方策としては計画としては増やさないといけないということだと

思うんですが、目標としてということなので、財政的な理由からなのかわ
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かりませんが、１か所増えると大変なのでしょうか。特定の拠点の利用者

数が増えているということがあれば教えてください。 

 施設数としては変更ないのですが、平成２７年度から、実施主体が変わ

っておりまして、利用者数が大幅に増加しているところから、計画策定当

初の見込みを上回る要因になったと考えております。延べ児童数が約４千

人であったのに対し、新たな拠点では約８千人になっています。具体的な

施設名は、児童館こどもの城内の「トコトコ」です。 

（事務局より、資料７～１１ページについて説明） 

 (放課後児童健全育成事業について)人数での見込みを出していて、それ

だけだと確保できているという方策になっていて、今回の見直しでも人数

は増えているけれども確保方策も増えていて十分確保できているという

見込みになっているんですが、毎年度、年度終わりに急いで新しい学童を

作っているように思います。確保されているという方策だから前もって準

備されないのかと思うんですが、施設数的に見ないと確保できているのか

わからないんじゃないかなと、以前も言った気がするんですが、あくまで

これは確保できていて、今後もあくまで今のＮＰＯ法人に委ねて、利用す

る側だけは焦るんですけれども、市としてはこれで十分だと捉えてこの方

策を立てているのか、これだけではわからないので、今後どうしていくの

か教えてください。 

 市内全体の量の見込みと確保方策を出しておりますので、おっしゃる通

り、充足しているという形にはなっておりますが、学童は小学校区ごとに

利用しますので利用率の差があり、人数が多い学童については個別に対応

していくという形で進めたいと考えております。 

 毎年そういうお話があって、毎年度申し込み数が決定してから慌ててい

るなと思うんですけど、それに対しては、学校ごとにやるのであれば、見

込みで何かやるというのはないんでしょうか。 

 学童保育の全児童数に対する利用率は年々上がって、１５～１６％を推

移しています。面積地に余裕のあるところ、ないところ色々ございますの

で、そのなかで市としては待機児童ゼロを維持してまいりたいと考えてお

ります。 

 当然、どこの学童保育所が来年度、また次の年度に溢れそうになるのか

というのはいくつかのパターンを考えて、わたくしどもと担当の青少年課

で日常的に情報交換をして計画を立てています。就学時健診等が始まっ

て、そこで具体的に調査ができることになって、それ以降に具体的に動く

ことができるので、どうしても周りから見るとバタバタしているというこ

とにはなりますけれども、当然この学童については危険な数字になりそう

だというところは把握しております。周辺の物件のリサーチ等もしており

ますので、実際に動くのは年度後半になってしまいますけれども、それ以

前から綿密に情報交換はしております。 

 改善の要望で、基礎資料として出していただいていますが、上尾市の計

画なので、担当課だけではなく委員全員が現状を掴めるように補足資料と

して見える形にしてほしいと思います。そうでないと、委員が話し合うと

きに確保方策とは別に実際には例えば学童でいえば概ね４０人であると

いうのが示されているから、４０人以上だと頑張らなければいけないとこ

ろがあるという現実がありますよね。質の面でも量の面でも見えるよう

に、課題が分かる資料を是非付けていただければと思います。保育所につ
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いても、地区ごとにニーズが高いというのを示せるのであれば、独自に資

料を作っていただくことを要望します。 

 学童保育については即答できませんので、検討させていただきます。保

育所については、資料４ページにも記載のある通り、改訂版においては６

地区ごとに報告いたします。 

 かなりニーズのある学童があるかと思いますが、ひとつの学童のなかで

どのくらいの子どもを想定するのかという基準があれば教えてください。 

 国の基準では、１クラス概ね４０人以下が望ましいとされています。 

 例えば８０人いるところは、１つのフロアで２つのクラスに分けている

んですよね。その８０人は１フロアに入っているわけで、私が聞きたかっ

たのは、敷地の大きさに応じた子どもの数というのは決まりがあるのかと

いうことです。 

 同じ基準で、１人あたりの望ましい面積というものが示されており、１．

６５㎡とされております。 

保育所の定員が増えている状況ですが、昨今保育士が不足しており、定

員は増やせども入所できる子どもは増えないというのが都内や埼玉県等

いろんなところで起きています。例えば、大阪市で定員を１６００人分増

やしたが、既存園が保育士不足のために１１００人分入れなくなり、結果

的には１６００人増えたのではなくて５００人しか増えなかったという

ことがありまして、このようなことは都内でも頻発しております。上尾市

ではどのような状況か教えてください。 

保育士の確保は、全国的な課題になっております。上尾市においても、

南側にさいたま市、更には都内に保育士を取られる状況が出ております。

実際に、本年度４月に保育士の確保が難しい私立が発生しております。致

命的な数値にはなっておりませんが、グループではなく単独で運営してい

るような私立保育園は人材の確保が難しい点が課題だと認識しておりま

す。 

 待機児童が多いので、弾力運用という形で全国的にやっていると思うの

ですが、市内の保育園で弾力運用をある程度、１０％程度やっている保育

園というのは多いのでしょうか。 

 平成２９年８月現在の民間園では、全体として１０５％で運用していま

す。待機児が発生しておりますので、既存園についてはできる限り弾力運

用ということで、国が示しているのは１２０％までは弾力可能ということ

になっています。また、クラスごとの面積要件ですとか、職員の配置要件

等の範囲内で対応しております。 

 申し訳ないのですが、１０５％の意味を教えていただけますか。 

 各園の定員に対して、実際に入所している人数を見ますと、５％超えの

弾力を運用させていただいている状況でございます。 

 養育支援訪問事業なんですが、児童虐待というのはここの数はかなり少

ないと思うのですが、実際にはもっとあるのではないかと思います。学校

としては、子ども・若者相談センター等との会議は入っているんですが、

直接児童相談所に行ってしまうケースが多いと思います。児童相談所とセ

ンターとの関わりをどのようにやっているかお話をしていただきたいで

す。実際には虐待に関して児童相談所が扱っているケースがかなり多いと

思うので、教えていただければと思います。 

 虐待の数は急激に増加しております。養育訪問支援事業につきまして
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は、お母さんが精神疾患であったり、虐待が起こりそうな家庭についてヘ

ルパーの支援と保健師の訪問により予防するものですので、０～２歳等小

さい子どもが多いということもありまして、大きくなって育児支援がいら

ない家事支援になりますと、障害の手帳等を持っておられますと障害福祉

のサービスに移行できる関係で、数は増えていないところです。虐待に関

して児童相談所との連携については、わたくしどものセンターに通報が入

ることもございますし児童相談所に入ることもございますが、お互い連携

して電話や一緒に訪問する等で対応しておるところです。今後、児童福祉

法の改正により子ども支援ネットワークの会議でご説明させていただい

ているのですが、虐待のアセスメントで、虐待通報についてどのくらいの

程度か判断しまして、中度・軽度については市、重度やそれ以上について

は主に児童相談所が関わるということで段々区分けができてくるという

ところでございます。 

 特にご意見なければ、一括して承認するということでよろしいでしょう

か。 

 承認の考え方が分からないので教えてください。具体的には、先ほど提

案させていただいたりしましたが、数値としては良いけれども、市の計画

としてはまだ不十分じゃないかという点については言わせていただきま

したが、数についての承認ということでよろしいのでしょうか。 

 県を通じて国にも報告するというステップがありますので、まず数字の

ほうの確定をさせていただきたいということでございます。 

 わかりました。 

 それでは、ただいまのご説明によって承認するということで決定させて

いただきます。それでは、「その他」について事務局よりお願いします。 

 １点ご連絡がございます。今月末、９月３０日をもちまして任期が満了

となります。１０月以降の委員の選出につきましては、所属団体に推薦状

を送付させていただきますので、よろしくお願いいたします。なお委嘱式

につきましては、次回に会議の際に行います。次回の会議は、年内の開催

を予定しております。 

 それでは、本日の議事は終了とさせていただきます。ありがとうござい

ました。進行を事務局に戻させていただきます。 

 ありがとうございました。それでは、閉会の言葉を田中副会長にお願い

します。 

 子ども・子育て支援事業計画について、数量的なサービス量がこれで決

まったわけですけれども、やはりこういう事業はマンパワーでやる仕事

で、この自治体のなかでも職員が足りないということが起きておりますの

で、そういう面も努力していただいて、安心して子どもを預けられたり生

活できるように努力していただきたいと思います。今回でこの委員は任期

が終わるわけですけれども、皆様方にもそれぞれの立場で子どもたちのた

めにしっかり頑張っていただければありがたいと思います。以上で終了さ

せていただきます。ありがとうございました。 

 


